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Issues with Providing Support for People Requiring Special Assistance  

in Securing Housing: From the Viewpoints of Real Estate Agencies  
– Interview Surveys in Toshima Ward, Tokyo – 

  
  須 沢 栞*  金 指 有里佳*  大 塚 順 子*   

    Shiori SUZAWA Yurika KANAZASHI Junko OTSUKA  

 小 池 孝 子**  定 行 まり子* 
              Takako KOIKE Mariko SADAYUKI 

  
  
要  約 東京都豊島区でのインタビュー調査を通じて，不動産事業者が居住支援をどのように捉えている
かを明らかにし，国の住宅セーフティネット制度の課題と居住支援の体制について，以下の考察と検討を
行った。①不動産事業者は要配慮者向けに賃安，築古の物件を想定しているが，住宅セーフティネット制度
には家賃補助があることから，要配慮者が求める物件のニーズに必ずしも合致していない可能性がある。②
要配慮者への賃貸の基準として保証会社の審査が多く挙げられ，中には，保証審査に通らない要配慮者への
支援ノウハウを持つ不動産事業者も存在する。③要配慮者に賃貸を行う上での課題として，孤独死や残置物
の処理や賃料への影響が挙げられたが，プランによっては保証の対象となることもある。④福祉機関による
見守りや安否確認の要望が挙げられ，個人情報の取扱いなどのハードルはあるが，多機関との連携により不
動産事業者の不安が軽減される可能性がある。 

 キーワード：居住支援，住宅確保要配慮者，不動産事業者，民間賃貸住宅 
  
Abstract Through interview surveys of real estate agencies in Toshima ward of Tokyo, this study ascertained 
issues with national and municipal systems of housing support from the viewpoints of real estate agencies. Results 
were as follows: Although real estate agencies assume that cheap and old apartments are suitable for people 
requiring special assistance in securing housing, those dwellings do not necessarily match the needs of the people 
in question because they are subsidized by the government. The biggest concern for real estate agencies is the risk 
of a person dying alone, and this could be reduced through cooperation with local welfare agencies via watching over 
and the sharing of information. 

 Key words：Housing and living support, People requiring special assistance in securing housing,  
Real estate agencies, Private rental housing 

  
  

1. はじめに 

我が国では 2017 年に住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下，住宅
セーフティネット法）が改正され，新たな住宅セー
フティネット制度（以下，住宅セーフティネット制
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度）として，高齢者，子育て世帯，低額所得者，障
がい者，被災者，外国人といった住宅の確保に特に
配慮を要する住宅確保要配慮者（以下，要配慮者）
の入居を拒まない民間賃貸住宅を登録し，要配慮者
の居住の安定化を図ろうとしている。具体的には，
要配慮者が入居する住戸の改修費を補助することで，
賃貸人に要配慮者を受け入れるインセンティブを与
えることや，居住支援協議会による包括的な支援や
家賃債務保証を強化することで，賃貸人や不動産事
業者の不安を軽減しようとしている 1。 
しかしながら，現状の住宅セーフティネット制度

には課題もある。例えば，不動産取引では，当該物
件で人の死が発生した場合に心理的瑕疵の対象とな
る可能性があるが，どのような状況で心理的瑕疵の
対象となるかの基準は曖昧であった。高齢者が老衰
や病気により自宅でひとりで亡くなることはごく自
然なことであるが，それが賃貸物件の市場価値を低
下させてしまうのであれば，住宅セーフティネット
制度が十分に機能しなくなるおそれもある。このよ
うな課題に対し，国土交通省では，心理的瑕疵に対
する検討委員会が開催され，委員会で作成された
「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガ
イドライン（案）2」では，入居者の老衰や病死と
いった自然死は特殊清掃が入らなければ告知の対象
外とすることや，特殊清掃が入った場合であっても，
賃貸取引であれば概ね 3年が経過すれば告知をしな
くてもよいといった指針が示されており，実情に合
わせて，我が国の住宅セーフティネット制度は変化
している。 
住宅セーフティネット制度が機能し，要配慮者へ

の居住支援が適切に実施されるには，不動産事業者
や賃貸人が居住支援や住宅セーフティネット制度を
どのように理解し，何を課題と捉えているのか，把
握していくことが重要となる。既往の研究では，高
齢者や障がい者，子育て世帯といった特定の属性の
要配慮者に焦点を当てた研究が多く，要配慮者全般
を対象としたものはほとんど存在しない。また，不
動産事業者に焦点を当てた研究は，住宅セーフティ
ネット法改正以前のものが多く，近年では全国の不
動産事業者や関連団体へのアンケート調査報告で，
要配慮者の属性ごとの課題がまとめられている程度
である 3。 
このような背景から，本研究では，東京都豊島区

の不動産事業者へのインタビュー調査を通じて，不

動産事業者が現状の居住支援をどのように捉えてい
るかについて明らかにする。そして，国の住宅セー
フティネット制度の課題と豊島区の居住支援の体制
について考察と検討を行うことを目的とする。 

2. 研究の対象と方法 

2-1. 豊島区の居住支援の体制 
 住宅セーフティネット法に基づき，一部の自治体
は居住支援協議会を設立して居住支援を推進してお
り，2021 年 4 月時点では全都道府県および 63 市
区町が居住支援協議会を設立している。豊島区は，
全国的にみても早期の 2012 年に居住支援協議会を
設立し，区内の空き家を住宅確保要配慮者の居住支
援に活用するための活動を行ってきた。2018 年の
豊島区空家活用条例の空家登録制度を利用し，住宅
セーフティネット制度と並行して，「としま居住支
援バンク」を運営している。国の住宅セーフティ
ネット制度と異なり，「としま居住支援バンク」で
は，耐震・法令適合の確認がない場合であっても空
き家を登録することができ，豊島区居住支援協議会
が仲介に入り，登録物件と要配慮者のマッチングや
居住支援団体によるサポートを行っている 4。 
2-2. 豊島区不動産事業者を対象としたインタ
ビュー調査 

 豊島区居住支援協議会との共同調査として，東京
都宅地建物取引業協会豊島区支部（以下，宅建）お
よび全日本不動産協会豊島文京支部（以下，全日）
に登録されている全ての不動産事業者（以下，事業
者）を対象に，2021 年 2 月にアンケート調査を実
施し 5，インタビュー調査に協力可能との回答が
あった事業者を対象として，2021年 4～5 月にイン
タビュー調査を実施した。感染症拡大の影響なども
あり，インタビュー調査に協力可能との回答があっ
た全 10 事業者のうち，実際に調査を実施できたの
は 8 事業者であった。インタビュー対象の概要を
Table 1に示す。 
 インタビュー調査は，豊島区居住支援協議会事務
局員が同伴の上，大学機関所属の筆者ら複数名で実
施した。インタビュー調査は対面による半構造化イ
ンタビュー形式で実施し，主に以下の質問項目につ
いて事業者に話を伺った注 1。 
・要配慮者に賃貸可能な物件の特徴 
・受入れ可能な要配慮者の属性や特徴 
・要配慮者への賃貸に対するオーナーの意向 
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Table 1  Outline of interview surveys   

 
 
・要配慮者への賃貸に関する課題 
・福祉との連携や要望 
・住宅セーフティネット制度への要望 
・行政や居住支援協議会への要望 

3. 調査結果 

 インタビュー調査の結果を Table 2 の通り整理し
た。基本的には，調査時の質問項目に沿っているが，
複数の項目に跨がるような回答もあったため，聞き
取り内容に合わせて，適宜項目の調整を行っている。 
3-1. 要配慮者向け物件の特徴とマッチング状況 
 要配慮者向け物件の共通イメージとして，賃安・
築古・旧耐震・EV なし・風呂なし・トイレなし・
段差ありといった条件が挙げられ（6/8件），基本的
には賃料の安い物件をイメージしていることがわか
る。関連して，豊島区では要配慮者向けの価格帯の
物件が存在しない（3/8件），実際に貸し出せるかど
うかは物件とタイミング次第（2/8 件），バリアフ
リー対応でない物件は高齢者や身体障がい者には適
さない（4/8件），高齢者はエリアへのこだわりが強
いため物件が見つからない（2/8 件），DV 被害が
あった世帯はオートロック，子育て世帯には戸建て
やある程度の広さが必要（1/8件），といった要配慮
者向けの物件がなかなか存在しないという意見が多
く挙げられた。一方で，EV がない物件でも子育て
世帯には貸すことはできる（1/8件），シェアハウス
は 40 歳以下など年齢制限があることが多いが，子
育て世帯などを対象にうまく活用できるのではない
か（1/8 件）といったように，マッチング次第では

要配慮者への賃貸が可能になると考える事業者も存
在する。 
 
3-2. 要配慮者に対する不安やイメージ 
 もっとも多い意見として，孤独死やそれに伴う残
置物の処理が挙げられ，具体的には残置物や遺品の
処理はオーナーや管理会社による処理が求められ負
担となること，処理に関連した相続人とのトラブル，
事故物件扱いとなることによる賃料や評判への影響
などが挙げられた（6/8件）。外国人については，生
活習慣や文化の違いや，連絡が取れなくなるといっ
た不安もあるが，保証会社などによる入居前セミ
ナーなどによって，以前よりも賃貸のハードルは下
がっている（4/8件）。この他には，高齢者について
は，認知症や保証人の高齢化（3/8件），子育て世帯
については，子どもの泣き声などによる近所トラブ
ルや，虐待の心配（3/8件），精神障がい者や生活保
護受給者については，破壊行為や近隣とのトラブル
（2/8 件）が挙げられた。一方で，生活保護受給者
は，ケースワーカーの存在や行政とつながっている
ので安心といった意見も挙げられた（2/8件）。 
3-3. 要配慮者への賃貸の基準，課題や解決策 
 実際に要配慮者と賃貸契約を結ぶかどうかの判断
基準について，連帯保証人が高齢化しており意味を
なさないことや，保証審査に通っていれば家賃の心
配はないことから保証会社による審査が多く挙げら
れた（6/8件）。また，いざというときの連絡先や影
響力のある関係者を押さえておきたい，携帯電話の
契約がない場合は本人と連絡が取れないといった観

右 3列は，各項目の認識度 
を示している。 
◎：よく知っていた 
○：やや知っていた 
△：ほとんど知らなかった 
×：知らなかった 

（2021 年 2 月のアンケート
調査結果より） 
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Table 2  Results of interview surveys   
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点から相続人や保証人，緊急連絡先を重視する意見
も挙げられた（5/8件）。要配慮者への賃貸について，
固定資産税分の家賃を稼げればよい，人助けをした
いといった考えのオーナーも中にはおり，オーナー
の意向であれば事業者は従うといった意見（4/8 件）
も挙げられた。また，保証会社の審査に通らない要
配慮者について，離婚調停中の場合は専門家が力に
なれるケースもあることや，保証審査なしで入れる
物件を紹介するといった個別の対応を行っている事
業者もある（2/8件）。この他には，トラブル回避の
ため，入居をお断りする場合であっても必ず面談を
行う（1/8件），大家から退去勧告がでているケース
について，３ヶ月間無償の宿を提供するところを紹
介するといった独自の対応をしている事業者も存在
する。また，保証はいざというときのためにあるの
で，孤独死などの問題がおきないことが理想的
（1/8 件）という意見も挙げられ，保証会社による
審査だけでは解決できない課題があることや，支援
ノウハウを持ち合わせている事業者も存在すること
が明らかになった。 
3-4. 福祉との連携や見守りの要望 
 ケアマネジャーや地域の民生委員といった第三者
による安否確認や見守りがあるとよい，入院予定な
どの情報がわかると貸し手も安心するといった安否
確認や情報共有の要望（4/8 件）や，入居者に何か
あったときに相談対応してくれる場所がほしい
（3/8 件）といった意見が挙げられた。この他にも，
バリアフリーや改修の専門家とつないでほしい，ノ
ウハウがあれば専門に特化した賃貸住宅を経営でき
るかもしれないといった意見や（2/8件），具体的に
どのような支援があるのか教えてほしい（1/8 件）
といった要望も挙げられ，支援団体や専門機関との
連携を望んでいることがわかった。また，子育て世
帯については，就労支援，自立支援も併せて実施し
ていく必要があるといった積極的な意見や（1/8件），
事業者，オーナーの工夫として，家賃を振り込みで
はなく直接受け取ることで安否確認を行っている
（1/8 件）といった意見が挙げられ，生活面でのサ
ポートに関心の高い事業者も存在することが明らか
になった。 
3-5. 事業・登録住宅制度上の課題や要望 
 住宅セーフティネット制度について，改修費など
の投資に見合うリターンが見込めない，古い物件は
貸し出さずに土地を売った方が利益になるなど事業

性に対する指摘が多く挙げられ（5/8件），併せて，
行政や NPO による借上げであればリスクは少ない
といった意見が挙げられた（5/8件）。この他には，
耐震補強のための改修に伴う入居者の転居費を行政
に出してほしい，区内から区内の引っ越しの場合助
成金が出るといった引越し費用補助に関する意見
（2/8 件）や，登録住宅とするにはスピード感が重
要で，手続きが煩雑であると困る（1/8 件）といっ
た意見が挙げられた。 

4. 考察 

調査結果を元に，現行の住宅セーフティネット制
度の課題や豊島区の居住支援の今後の体制について，
以下の通り考察と検討を行った。 
4-1. 不動産事業者が想定する要配慮者向けの物件
は賃安 
前章で明らかになった通り，事業者は要配慮者向

けの物件として，築古・旧耐震・EV なし・風呂な
し・トイレなし・段差ありといった特徴を挙げてお
り，賃料の安い物件をイメージしていることがわか
る。しかし，住宅セーフティネット制度を利用した
場合，最大 4万円の家賃補助が受けられることから
6, 注 2，必ずしも賃料は要配慮者が物件を検討する上
での最重要項目とならない可能性もある。 
インタビュー調査への協力が得られた事業者は居

住支援への関心が高いと考えられるが，今回のイン
タビュー調査の中で，住宅セーフティネット制度に
よる具体的な家賃補助額については説明していない。
事前に制度の詳細を説明していた場合，異なる物件
像が示されていた可能性もある。 
4-2. 保証会社の審査に通らない要配慮者への支援 
 要配慮者への賃貸を認めるかどうかの基準として，
保証会社の審査が多く挙げられたが，審査に通らな
い要配慮者の方がより深刻な課題を抱えており，支
援を求めているものと考えられる。事業者の中には，
離婚調停中の場合は収入の目処が立たないため審査
に通りづらいが，タイミングをずらせば審査に通る
可能性がある，保証審査に通らない場合は審査なし
で入居可能な物件を紹介することもあるなど，より
深刻なケースを気にかけ，対応する場合もあること
が明らかになった。 
課題を抱える全ての要配慮者への居住支援の実践

に向けて，このような問題意識やノウハウを事業者
と居住支援協議会などの関係者間で共有していくこ
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とが重要になっていくと考えられる。 
4-3. 家賃債務保証だけでは不十分 
事業者が要配慮者に賃貸を行う上での課題として，

孤独死や残置物の処理がもっとも多く挙げられた。
処理や手続きそのものが事業者やオーナーの負担に
なることに加え，心理的瑕疵物件の扱いとなり，賃
料を下げる必要がでてくるなどのさまざまな影響が
指摘された。 
保証会社のプランによっては，家賃債務保証だけ

でなく，残置物の処理や賃料への影響なども保証の
対象となっている場合もあるが，国土交通省の HP1

を見る限り，現状の住宅セーフティネット制度では，
家賃債務保証料の補助についてのみ言及されており，
残置物処理などに対する保証については触れられて
いない。事業者の不安や懸念を軽減するには，保証
の対象を拡充した補助金制度を検討することも重要
になると考えられる。 
4-4. 見守りや安否確認など福祉と連携したソフト
支援 
孤独死などに伴う残置物の処理や賃料への影響は，

プランによっては保証の対象となることもあるが，
そのようなことが発生しないことが一番の理想であ
るとの意見が挙げられた。ケアマネジャーや民生委
員などの第三者と連携して見守りや安否確認を実施
してほしいといった声が多く挙げられた一方で，具
体的にどのようなサービスが存在するのかわからな
いといった声も挙げられた。このほか，入居者の入
院情報などを前もって教えてもらえると大家は安心
できる，といった意見も挙げられた。 
豊島区では自立度の比較的高い高齢者も支援の対

象としたコミュニティソーシャルワーカー（社会福
祉士など）といった地域見守りに関する専門職員も
いることから，福祉分野や地域包括などの人材と連
携した支援の体制づくりが効果的であると考えられ
る。また，他の自治体では，入居者の様子を福祉機
関・行政・不動産事業者，賃貸人と情報を共有する
ために入居申し込みの際に個人情報に関する同意書
を得ているところもある 7。個人情報の取り扱いな
どのハードルはあるものの，多機関や支援団体と連
携した居住支援が実施されることで，事業者の不安
も軽減される可能性が示された。 

5. まとめ 

 本研究では，東京都豊島区の不動産事業者へのイ

ンタビュー調査を通じて，不動産事業者が居住支援
をどのように捉えているかについて明らかにし，住
宅セーフティネット制度の課題と居住支援の体制に
ついて，以下の考察と検討を行った。 
① 不動産事業者は要配慮者向けの物件として，築
古・EVなし・風呂なし・トイレなしといった
賃安の物件をイメージしている。一方で，住宅
セーフティネット制度では最大 4万円の家賃補
助があることから，家賃が必ずしも要配慮者の
最重要検討項目とはならない可能性もある。 

② 要配慮者への賃貸を認めるかどうかの基準とし
て，保証会社の審査が多く挙げられたが，審査
に通らない要配慮者はより深刻な課題を抱えて
いる。中には，保証審査に通過しない要配慮者
への支援ノウハウを持つ不動産事業者も存在す
ることから，関係者で情報を共有することが重
要となる。 

③ 要配慮者に賃貸を行う上での課題として，孤独
死や残置物の処理が最も多く挙げられた。保証
会社のプランによっては，家賃債務保証だけで
なく，残置物の処理や賃料への影響なども保証
の対象となっていることから，補助対象となる
保証料の範囲を拡充することも重要となる。 

④ 孤独死や残置物処理は保証対象となることもあ
るが，未然に防ぐことが理想的であり，ケアマ
ネや民生委員と連携した見守りや安否確認に関
する要望が多く挙げられた。個人情報の取扱い
などのハードルはあるものの，福祉機関などと
の連携により，不動産事業者の不安が軽減され
る可能性が示された。 

付記 

本調査研究は豊島区居住支援協議会からの受託研
究「空き家を活用した居住支援（令和 2 年度）」の
一環として実施した。 
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注 

注1） これらの質問項目に加え，豊島区居住支援協
議会事務局員から，「としま居住支援バンク」
などの説明を行い，実際に登録可能な物件の
情報について尋ねるなどしている。 

注2） 住宅セーフティネット制度では，家賃低廉化
に係る補助の限度額と補助率は，国費の限度
額を 2万円として，国 1/2，地方自治体 1/2の
補助割合と定められている。このため，一般
的に家賃補助額は最大 4 万円として認識され
ており，豊島区の上限額も 4 万円となってい
る。 

 
 
 
 
 
 



 

 

 
 


